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国名
テレビ番組による授業改善計画プロジェクト

パプアニューギニア

Ⅰ 案件概要

協力金額 538 百万円
協力期間 （当初計画分）2005 年 8月～2008 年 3月 （延長期間）2008 年 4月～2008 年 11 月

相手国側機関
教育省カリキュラム開発局(CDD)、国立教育メディアセンター(NEMC)、東セピック州教育局、ブーゲン
ビル州教育局

日本側協力機関 アイ・シー・ネット株式会社

関連案件

我が国の協力：
 放送教育用教材開発センター整備計画（無償資金協力、1999 年）
 ライブ授業放送を利用した遠隔地教育（開発パートナー事業、2002～2004 年）
 テレビ番組による授業改善プロジェクト（フォローアップ協力、2009～2011 年）
 メディアを活用した遠隔教育普及・組織強化プロジェクト（EQUITV フェーズ 2）（技術協力、2012

～2015 年）
 草の根・人間の安全保障無償資金協力「4州遠隔地小学校への放送教育機材導入計画」（2005）
 長期専門家「番組放送制作」（2001～2005 年）、個別専門家派遣「遠隔教育アドバイザー」（2008～

2010 年）、JOCV 派遣「視聴覚教育」（2001 年～現在）

プロジェクトの
背景

パプアニューギニアにおける基礎教育は、山岳地域や離島などのアクセスの困難な遠隔地を多く抱え
ることもあり、就学率 68％（2003 年）、成人識字率約 56.2％（2000 年）など低い水準に置かれていた。
教育省はこのような教育状況を改善するため、1994 年から教育システムの再編成を開始し、小学校の 6
年制から 8年制への変更やカリキュラム改革を行ってきた。これに伴い、教員の能力向上が緊急の課題
となっていたが、教員研修の実施機関の能力が十分ではなく、また遠隔地の教員の研修参加が困難であ
るため、教育省は遠隔教育の活用強化も図っていた。その直接的な目的は中央政府による学校授業のク
オリティーコントロールにあったが、その実施過程における教員の知識向上、能力強化という効果も併
せ持っていた。

日本は、1999 年の無償資金協力にて NEMC を建設し、2002～2004 年の開発パートナー事業にて地方 4
州の小学校 40 校に対して、首都のモデル校のモデル授業をテレビ番組として放映する、遠隔地教育の
パイロットプロジェクトを実施した。同プロジェクトでは、テレビ授業受信校の児童の学習態度の改善、
教員の指導知識、教授法の改善という成果を残したことから、パプアニューギニア政府はこれを高く評
価し、NEMC を活用したテレビ授業の継続と現職教員研修への支援を日本に要請した。

投入実績

日本側 相手国側

1. 専門家派遣 13人
2. 研修員受入 5人
3. 機材供与  51 百万円
4. 現地業務費 142 百万円

1. カウンターパート配置 22人
2. 施設・機材提供 プロジェクト事務所、専

門家室、モデル教師室ほか、必要に応じNEMC
内のすべてのスペースと資機材、モデル校
モデル授業撮影スタジオ

3. ローカルコスト負担 68 百万円

プロジェクトの
目的

上位目標

プロジェクト対象州の小学校において、テレビを活用した遠隔教育により授業の質が改善する。

(注)対象州：東セピック州、ブーゲンビル州、東ニューブリテン州。協力対象となった学校は、①「プロジェクト

対象校」67校および②「啓発校」（多数）を含む。

①「プロジェクト対象校」：東セピック州、ブーゲンビル州計 67 校。プロジェクトによりテレビ授業受信機材の供

与および必要な研修・モニタリングを実施。

②「啓発校」：東セピック州、ブーゲンビル州および東ニューブリテン州にて、日本側がテレビ受信機材を購入せ

ずに、小学校・コミュニティが自費でテレビ機材を購入・設置するように働きかける啓発活動を実施。

プロジェクト目標

プロジェクト対象校において、テレビを活用した遠隔教育の適切な実施・継続により、授業の質が改善
する。

アウトプット
 質の高いモデル授業が継続的に配信される。
 テレビ受信校のテレビ活用教師の授業方法が改善する。
 テレビ受信校においてモデル授業番組を継続的に受信するための環境が整備される。
 テレビ授業を活用した遠隔教育が全国の小学校に普及する可能性が検証される。

Ⅱ 評価結果
総合評価

パプアニューギニアでは、基礎教育の向上のため、現職教員の再研修強化に取り組んでいた。しかしながら、教員研修の
実施機関の能力が十分ではなく、特に遠隔地の教員にとっては授業料・旅費負担やスケジュール調整も容易ではないため困
難が生じていた。一方、2005 年の新カリキュラム導入に伴い、教員研修の必要性はさらに緊急性を増していた。

本プロジェクトのプロジェクト目標であったテレビ授業の実施継続による授業の質改善については、プロジェクト対象校
において教員の授業実践方法等に関し一定の改善が確認されたほか、テレビ授業受信校の生徒の学力が非受信校に比して改
善したことが確認された。上位目標についても、2010年の時点でプロジェクト対象州で268校、それ以外の州で220校がテレ



ビ授業を導入し、授業の質が向上したとする学校が数多く確認された。ただし機器の故障等により、テレビ授業の継続的な
活用には課題が見られ、また対象州すべての学校へテレビを導入するには未だ至っていないため、効果発現に一部問題が見
受けられた。持続性については、本プロジェクト後に成立した「国家教育メディア政策」でテレビ授業の全国普及が政策と
して明示されており制度化への道筋が見えているものの、財務状況及び機材修理のための技術やテレビ授業を普及・拡大す
るための体制に一部課題が見受けられた。なお、テレビ授業の番組制作技術はプロジェクト及びその後のフォローアップ協
力を通じ、一定水準を維持している。

また、妥当性については、パプアニューギニアの開発政策・開発ニーズ及び日本の援助政策と、事前評価・プロジェクト
完了の両時点において合致しているが、効率性については、協力金額、協力期間ともに計画値を上回った。

以上より、総合的に判断すると、本プロジェクトは一部課題があると評価される。

1 妥当性

本プロジェクトの実施は、事前評価時・プロジェクト完了時ともに「中期国家計画」「国家教育計画」（いずれも 2005‐
2014）で掲げられた初等教育の質向上と遠隔教育の活用というパプアニューギニアの開発政策、テレビ授業の継続及びテレ
ビ授業を活用した教授法の改善という開発ニーズおよび、小学校における理数科教育の質とアクセスの向上を目指す、日本
の援助政策「対パプアニューギニア国別援助方針」と十分に合致しており、妥当性は高い。

2 有効性･インパクト
本プロジェクトの実施によりテレビ受信校全般において、テレビ授業を活用した教師の指導法が改善していることが確認

され、非テレビ受信校に比べて生徒の学力が向上していることが確認された（算数の学力テスト結果の比較による）。他方、
事後評価時点では、機器の故障等によりテレビ授業の活用を中断した対象校も見られたほか（「4 持続性」参照）、番組を
見逃したり、放送時間帯が授業時間と合わないといった理由からテレビ授業を十分に活用できていないといった声も聞かれ
た。

プロジェクト対象州におけるテレビ授業の普及とそれによる授業の改善という上位目標に関しては、2010 年の時点でプ
ロジェクト対象 3州で 268 校、さらにそれ以外の州でも 220 校がテレビ授業を導入し（うち、プロジェクトで機材購入を行
った 67 校以外は自助努力で機器を整備）、これは新カリキュラムを適用した学校計 3,332 校の約 15％に相当する。対象 3
州の学校でテレビ授業を活用した教員は 1,605 人、テレビ授業を受けた生徒は 60,083 人に上る（2010 年の年間人数。6～8
年生1）。授業の改善についても、事後評価時の訪問調査にて授業の質が向上したとの回答が多く得られた2。しかし、州の
予算措置が進んでいないこと等により、テレビ授業は対象州内すべての小学校に普及されるには至っていない。

よって、有効性、インパクトは中程度である。

3 効率性

本プロジェクトは成果の産出に対し、投入要素は概ね適切であったが、パプアニューギニア側カウンターパートの教科知
識の不足という問題に対処すべく教科専門家の配置と業務を計画より増加させたことで、協力金額、協力期間ともに計画を
上回ったため（計画比はそれぞれ 140％、119％）、効率性は中程度である。

4 持続性

本プロジェクト後に成立した「国家教育メディア政策」でテレビ授業の全国普及が政策として明示されており制度化への
道筋が見えているものの、その実現に当たっては、体制面、財務面、技術面で課題が残る。

まず実施機関の体制は、プロジェクト期間中と変更はないものの、中央レベルではモデル教師を筆頭にモデル授業の作成
に携わる人員が不足気味であり、モデル授業の作成・更新に十分な時間を割くことができていないほか、地方レベルでは州
によっては視学官の数が不足しており、学校のモニタリングが不十分なところもある。

技術面では、NEMC は日本側の技術移転を受け、プロジェクト期間中から事後評価時まで一貫してテレビ授業番組の制作・
配信を行っている。プロジェクト完了時には、モデル教師（テレビ授業に出演）や番組製作スタッフの教科知識の不足とい
う課題があったが、フォローアップ協力を通じて大幅に改善され、自分たちだけでモデル授業の授業研究、内容の改善に取
り組めるようになるなど、現在では問題ないと判断できる。しかし、学校関係者のテレビやその他機材のメンテナンス技術
に関して、州の機材保守委員会ではコネクターやケーブルの交換といった軽微な修理には対応できるものの、対応できない
故障が生じた場合は電気店等に頼らざるを得ない。一部の学校では、専門店への修理費用を捻出できずにテレビ授業の活用
を中断したところが見られた。以上より、機材修理技術に一部問題があると判断できる。

財務面については、テレビ授業の導入・実施にも充当できる学校補助金が生徒数に応じて州政府から各学校に給付されて
いるが、中央・地方政府の予算が不足しており十分ではないため、学校レベルでは政府側の予算不足を補完すべくコミュニ
ティや保護者から寄付金、学費を集めることで予算不足を補う努力を行い、その結果一定の金額が確保されてきた。しかし、
2012 年度に開始された教育無償化に伴い、政府からの補助金の受け取りが手続変更への対応に手間取り遅れているほか、
地域によっては反対に保護者等が一切の教育費負担を渋るようになっているとの声もあることから、今後の推移を見守る必
要がある。

以上より、本プロジェクトによって発現した効果の持続性は中程度である。

Ⅲ 教訓・提言

実施機関への提言：

国家教育メディア政策において、テレビ授業の全国普及はすでに教育政策として明示されているおり、今後はその具体的

な政策実施に向け、予算や人員の確保のための努力を行うことが肝要である。また、2012 年からは教育の無償化政策が導

入され、保護者やコミュニティの負担が軽減され、今後は寄付金を集めやすくなることが期待される。テレビ授業の有用性

に対するコミュニティや保護者の理解を深めるべく学校に対する啓発活動を一層進めていくことが重要である。

                                                  
1 6～8 年生は日本の小学 6年生、中学 1年生、中学 2年生に相当する。なお、プロジェクト期間中は 7年生および 8年生向けのテレビ授業

を制作していたが、現在は 6年生向けのものも制作・配信されている。
2 例えば、「TV 授業活用校の教師が、生徒とともにモデル授業を視聴することで、モデル教師の教授法を見て学び、自らの授業改善にも役

立てている」という意見が多数聞かれたほか、「テレビ授業の導入により、他校と比較して教員の授業の質が向上したと評判になった。生徒

がより深く授業内容を理解できるようになり、国家試験の成績も向上した」という学校もあった。



また、テレビ番組を見逃したり放送時間帯が授業時間と合わないためにテレビ授業を活用できないという事例も多く、テ

レビ授業の DVD を要望する教師が多くいた。また、DVD であれば教師が事前に予習することも可能になるため、事業の質の

改善も期待できる。学校が DVD をより廉価で入手できる方策を検討すべきである。

（テレビ授業の様子）


